BtoBネットプリント 契約書

株式会社クロスワン（以下「甲」という。）と　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下「乙」という。）の間で、次の通り、甲の「BtoBネットプリント」に関する基本契約（以下「本契約」という。）を締結する。

第1条（本契約の目的）

乙は甲を、「BtoBネットプリント」（以下、「本システム」という。）「写真プリント」（以下、「本製品」という。）の

注文に指名し、甲は乙の写真現像等の委託を受け、本製品を提供するものとする。

第2条（価格明細の掲示）

甲が乙に対して掲示する見積り書には、設定費、コンサル手数料等、提供するサービスが複数存在する場合に

は、わかりやすく表示することに努め、各々の価格明細を掲示することとする。

第3条（保証）

甲は乙に対して、乙が甲から購入した本製品に甲の責に起因する汚れ・傷が発見されたときは、該当

本製品の引渡後、速やかに適製品との交換を無償で行うものとする。但し色彩・明暗度等の指定は、

事前打ち合わせがあった場合に限り別途価格にて納品契約の場合とする。

また、本製品の印画紙品質、発色薬品、新仕様等の情報は、速やかに乙に開示するものとする。

第4条（免責）

甲と乙は、本システムが現像写真サービスであることを相互に認識し、同時に提供した写真に起因した

トラブルに関しては、甲（肖像権・意匠権等）は一切の責任を負わないこととする。

第6条（契約）

乙の契約の方式は、甲の定める 本システム の　法人・個人事業・個人　（契約区分内容）

　　　％　保障率①とする。月額費用、その他オプションについては、個別に指定するものとする。

オプション契約「　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　」

第6条（代金の支払い）

乙は甲に、本システムの販売代金を　月末〆翌末払いを原則　　にて甲指定の銀行口座に現金または

クレジット決済で支払うものとする。（第三者債権譲渡は別途打合せとする）

甲に、乙が支払う保障率①とし、毎月月末に月額費用と合わせ月額販売金額に対し保障率①を加算した総額を

甲の請求書と照合し、乙は検収後の翌月末にて甲の指定の銀行口座（第三者債権譲渡の場合は譲渡先口座）に

現金またはクレジット決済で支払うものとする。

第7条（担保）

乙は、本契約第5条に基づく代金の支払いが滞納した場合、直ちに甲の承認する第三者に乙の債務を連帯保証

させるものとする。

第8条（本システムのカスタマイズ）

乙は、本システムを使用し本製品を注文するにあたり、サイズ・印画紙種類・独自要望等により本システムの

カスタマイズが必要となった場合には、別途甲に相談することとし、甲は見積り書を提出するものとする。

第9条（乙の義務「集団使用・グループ使用に対して」）

乙は、契約を締結したときは、直ちに契約内容、契約者（集団・グループ）等を甲に報告しなければならない。

1. 乙が前項に定める報告を遅滞したために、甲が損害を受けた場合はその損害は、乙の負担とする。

2. 第1項に定める乙の報告以外に、契約について生じた事項は一切、乙の責任において解決するものとする。

3. 2次販売「集団・グループ」等により、甲が損害を被った場合は、乙の負担と責任において解決するものとする。

第10条（年間契約）

乙は、本システムと本製品についての年間契約を締結するものとする。

年間契約期間中は、月額費用等を未使用時でも甲に支払う事とする。

第11条（有効期間）

1.
本契約の有効期間は、　　　　年　　　月　　　日から1年間とする。ただし、この期間は、甲および乙の文書による合意によって変更することができる。

2.
前項の規定にかかわらず、本契約期間満了1ヶ月前までに、甲乙いずれから相手方に対して本契約を終了する旨の書面により通知がなされない場合には、さらに1年間延長するものとし、以後も同様とする。

第12条（解約告知）

甲または乙は本契約の有効期間内であっても、1ヶ月前に文書による予告をし、合意によって本契約を解除することができる。

第13条（解除）

1． 次の各号の一に該当する事由が乙に生じたときは、甲は乙に対して予告なく直ちに本契約を解除することができる。

(1) 本契約に違反し、相当の期間を定めた是正の催告を受けたにもかかわらず当該期間内に是正がなされないとき

(2) 自ら振り出しまたは裏書きした手形または小切手が不渡りとなったとき

(3) 破産、民事再生または会社更生の申立てを自らなし、または第三者からこれらの申立てがなされたとき

(4) 差押、仮差押、仮処分等の強制執行を受けたとき

(5) 解散、合併、営業の全部または重要な一部の譲渡が決議されたとき

(6) 経営状態が悪化したとき、または悪化するおそれがあると認められるとき

(7) 公租公課の滞納処分を受けたとき

2． 次の各号の一に該当する事由が甲に生じた場合は、乙は甲に対して予告なく直ちに本契約を解除することができる。

(1) 甲が第6条に定める販売手数料の支払いを遅滞したとき

(2) 自ら振り出しまたは裏書きした手形または小切手が不渡りとなったとき

(3) 破産、民事再生または会社更生の申立てを自らなし、または第三者からこれらの申立てがなされたとき

(4) 差押、仮差押、仮処分等の強制執行を受けたとき

(5) 経営状態が悪化したとき、または悪化するおそれがあると認められるとき

(6) 公租公課の滞納処分を受けたとき

第14条（契約終了時の措置）

本契約が終了したときは、直ちに甲の特約店である旨の表示を中止するものとし、以後、甲の特約店である旨を一切表示してはならない。

第15条（規定外事項）

　本契約に定めのない事項が生じた場合または本契約各条項の解釈について疑義が生じた場合は、甲乙協議の上誠意をもって解決するものとする。

第16条（合意管轄）

　本契約に関する一切の紛争については、甲の本店所在地を管轄する地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。

以上本契約締結の証として本書2通を作成し、甲乙記名捺印の上1通を保有する。

年　　　月　　　日


甲：　　東京都豊島区高松2丁目47-5


　　
株式会社クロスワン

　　　　　　　　 代表取締役　品川　全


　　


乙：　　


